
大学の世界展開力強化事業（平成29年度選定） 東京大学 取組概要

【事業の名称】（選定年度29年度・（タイプB（インド））
インド プラットフォーム構築プログラム

【事業の概要】

各大学・機関で実施されている日印交流事業を貫くネットワークを形成し、多様な情報を横断的に共有することで、日印の
大学、企業等とともに新たな交流を創出し、持続可能で強固な日印交流を発展させるプラットフォームを構築する。

具体的には平成26年度に「大学の世界展開力強化事業（インド）」に採択された4大学（長岡技術科学大学、北陸先端科学
技術大学院大学、立命館大学、本学）、平成29年度に新たに採択された2大学（北海道大学、広島大学）及びインドの交流

相手大学、日印の連携企業等を中心にプログラム間での情報共有や情報発信を横断的に実施するプラットフォームを構築
して、日印の大学間交流を一層促進する。

プラットフォーム事務局の体制を構築し、ホームページ、掲示板の開設と関連イベント情報等に関するメールニュースの配信
により次に示す組織に対して有用な情報を提供し、イベント、事業の共同実施や協力を促すような仕組みを構築する。

・すでに大学の世界展開力強化事業（インド）に採択されている大学

・採用されていないが、これから国際交流の取組みを始めようとしている大学（研究科、専攻、教員）

・国際的な人材獲得やインド国内での事業実施の意欲がある（あるいは実施中）の産業界

また毎年1回程度合同シンポジウムを開催して、関係者が一同に集うことで情報共有のみならず人的ネットワーク形成するプ
ラットフォームを構築する。

【本事業の特徴】
世界展開力強化事業だけに限らず、本学ではインドとの交流事業を様々な分野や形式で実施している。特に本学インド事

務所を活用し、留学生コーディネーター配置事業を通じて、日本のすべての大学に対し日印交流の協力を実施している。ま
た、インド鉄道省からの国費留学生の受入れについても幹事校として全体調整や説明会を企画・実施している。これらの経
験を基に他大学のニーズに合わせた交流可能性の情報提供や新たな交流の場を提供することができる。



■ 取組状況

■ 特記すべき事項等

〈写真１：日印交流プラットフォーム構築プログラムホームページ〉

〈IITカラグプールでの留学説明会〉

１．取組内容の進捗状況（平成29年度）

【事業の名称】（選定年度29年度・タイプＢ（インド））
日印交流プラットフォーム構築プログラム

【東京大学】

〈写真２：日印交流促進のためのリーフレット 〉

・まず本事業の中核となる情報発信ツールであるホームページを作成した。日印交流に関する様々な情報を
収集・共有し、またSNSを通じて関連情報を随時発信していく準備を行った。（写真１）

・採択校連絡会を開催し、大学の世界展開力強化事業を実施し
ている大学の関係者が一同に会し、採択校間でのグッドプラク
ティスの共有や本事業の目的や今後の要望等について意見を
収集するとともに、今後の活動等について意見交換を行った。
また本学インド事務所長も参加することにより、採択校の現地
活動のための情報提供等を行った。（写真３）

・日印交流を大学関係者、学生、企業関係者等様々なレベルで
推進するためプログラムを紹介するリーフレットを作成し、本学
が交流するインドの相手校、大学の世界展開力強化事業採択
校各校、本学インド事務所等へ配付し、関係者やイベント等でさ
らなる配付を依頼した。（写真２）

〈写真３：採択校連絡会の様子 2018.1.10 〉

・本学教員がIITカラグプール校、インド鉄道省国費留学説明会、IITボンベイ校を訪問し、関係者へ本事業の
協力を依頼するとともに、本事業への要望等意見交換を行った。また、説明会等の場を利用し本事業の広報
を行った。

本事業初年度である平成29年度は、次年度以降の本格的な事業開始へ向け、事務局の整備、ホームペー
ジの立ち上げ、連携大学への協力依頼を中心に活動した。主な活動は以下の通り。

・北海道大学で実施されたFD研修会に参加し、多くの教職員に本事業について紹介するとともに、日印交流
の一層の連携が確約できた。

・11月にIITカラグプールを訪問し、同校に所在する鉄道研究所を
訪問するとともに、IITカラグプールで開催された留学説明会に参
加した。同校の土木工学専攻長や教員と意見交換を行うとともに、
本事業についての広報と協力を依頼した。

・平成３０年２月にデリーで開催したインド鉄道省説明会へ本学教
員４名が出席し、日本留学について他大学と連携し鉄道省にて説
明するとともに、個別分科会において講義を行った。

合わせて、関係大学およびインド側連携大学と意見交換や協力依
頼を行った。
学生派遣を実施しているタイプAにおいても、連携大学や企業等を
訪問した際に、本事業への協力依頼を行った。


